
「数学検定」審決取消請求事件 

【事件の概要】 

財団法人日本数学検定協会（被告）の元理事長（原告）名義で登録されてい

る本件商標「数検／数学検定」について、原告が理事長辞任後に本件商標を用

いて検定試験を実施したことや、被告に対して商標権侵害の警告を行ったこと

により、後発的に公序良俗違反に該当するとして無効とした審決が、原告と被

告との間に原告が商標権者であることを前提とする合意書等が存在することを

理由に取り消された。 

 

【事件の表示、出典】 

Ｈ２５．２．５ 知財高裁平成２４年（行ケ）第１０２７３号事件 

知的財産裁判例集ＨＰ 

 

【参照条文】 

 商標法４条１項７号、４６条１項５号 

 

【キーワード】 

公序良俗、後発的無効理由 

 

１．事案の概要 

本件は、下記本件商標登録が商標法４条１項７号に違反するとして無効にし

た審決の取消しを求める事案である。 

 

本件商標：  

指定役務：  第４１類「数学に関する資格認定試験の実施，算数・数学検定

に関する電子書籍の提供」 

出 願 日： 平成１６年（２００４）１月１６日 

登録番号： 第４９９５４４５号 

権 利 者：  高田 大進吉（財団法人日本数学検定協会（被告）の元理事長） 

 

２．裁判所の判断 

（１）認定事実 

ア 原告は、数学の検定制度を開発し、平成２年に「数学能力検定」と称して、

受検者を募集し仮検定を実施した。同検定試験は「数検」とも称され、その受



検者は、平成８年には４万０５００人（団体受検校６３０校）に達した。 

 

イ 被告は、平成１１年７月１３日、当時の文部大臣から、公益法人（財団法 

人）としての設立を許可され、原告は被告の理事（理事長）となった。被告の

実施する実用数学技能検定の受検者数は、平成１８年以降は延べ３０万人以上

（団体受検校１万校超）となり、「数検」、「数学検定」の標章もより広く知られ

るようになった。 

なお、被告の発行した試験問題やパンフレット類の多くには、「数検」等が被

告の商標である旨が記載されていたが、文科省から、改善を要する事項の１つ

として、あたかも被告が商標を保有しているかのような表記がなされている点

を指摘されたことから、被告は「数検」等は登録商標である旨の表記に変更す

ることを報告している。 

 

ウ 原告と被告とは、平成１１年７月１７日、被告の理事会の議決に基づき、原

告所有の商標や特許を被告が活用する場合の使用料について「パテント料に関

する契約」を、同年８月４日付けで締結した（ただし、平成１１年時点では、

本件商標は商標登録されていない。）。被告は、これらの契約に基づき、平成１

１年分から平成２２年分までのパテント料合計２億５５５３万３０００円を原

告に支払った。 

 

エ 原告は、平成１６年１月６日、本件商標の登録を出願し、平成１８年１０月

１３日、登録がなされた。出願過程において、本件商標の登録は、「公的な機関

が主催する数学に関する検定試験の一つであるかのように認識、理解される『数

検』『数学検定』の文字を二段に書してなるところ、これを一個人である出願人

が自己の商標として採択使用することは、検定試験に対する社会的信頼を失わ

せるおそれがあり、穏当ではありません。・・・商標登録出願に係る商標は、商

標法第４条第１項第７号に該当します。」との理由で拒絶査定されたところ、原

告が、被告の理事長であり数学に関する検定試験の公的機関であるから、検定

試験に対する社会的信頼を失わせるおそれはないことを記載した意見書、及び、

被告の理事会の決議により原告が商標権の取得を認められている旨が記載され

た理事会議事録を提出したことから、審決において、本件商標を、原告が登録

商標として確保することが穏当でないとは、いい得ない旨判断された。 

 

オ 文部科学省は、平成１６年６月９日、被告の理事であった原告に、商標使用

に係る被告と原告との取引について、その必要性、適切性等の検証を行い、今

後の対応方針の明確化を行うこと等を求めた。被告は、理事会において、原告



を退席させた上で本件商標を含む商標の取扱い等について審議し、同省に対し

改善報告書（同年９月１１日付け）を提出したが、商標料の金額は妥当であり、

平成２３年を目処に段階的に減額するよう商標権者と交渉する旨の内容であっ

たことから、同省より、商標料に係る適正規模について厳正に審議し、その明

確化を図り、可及的速やかに適正化すること、商標の使用継続や被告への移管

等の是非も含め、引き続き審議すること等を求められた。そこで、被告は、理

事会において更に審議し、原告が被告の理事を退任すること、原告の有する商

標を譲り受ける方向で検討すること等を決議し、同年１１月２７日、同省に報

告した。 

 

カ 原告は、平成２２年１月２１日、被告の理事を退任した。原告と被告とは、

同年５月ころ、原告名義で本件商標を含む商標の登録がなされていることを確

認し、原告が被告に対し、これらを無償で譲渡すること等を内容とする合意書

を作成したが、この合意書は、訴外会社が所有する不動産を被告に譲渡すると

ともに、被告が訴外会社の債務を引き受けることを監督官庁が承諾することが

効力発生要件となっているところ、監督官庁の承諾が得られないため、効力が

発生していない。被告は、同年１０月１日、上記合意書に沿った解決を意図し

て、原告を相手方とする調停の申立てをしたが、商標の価値に関する認識の違

いが大きく、合意に至らなかった。 

 

キ 一方、原告は、被告の理事を退任後、被告の名称と類似した「数検日本数学

検定協会」なる団体（住所：原告に同じ）を創設した上、被告の事業と同様の

事業を開始した。そして、「数検財団／日本数学検定協会」が実施する５回の検

定日（団体受検）は、被告が実施する団体受検検定日に重なっていた。数検日

本数学検定協会は、平成２３年７月吉日付けで、数学担当の先生に対し、「『数

検』は民営化いたしました」、「『数検』は平成２３年７月より民営団体で行って

いくことになりました。現在の財団法人は法律改正で、平成２０年１２月から

特例民法法人と称する団体になっています。現在の特例民法法人は公益団体で

はありません。」、「（注意）特例民法法人は法律改正で、平成２５年１１月末を

もって整理されます。＊『数検』は民営の日本数学検定協会が継続して実施し

て参ります。したがいまして、平成２３年１０月から特例民法法人の行う数学

の検定合格者には、『数検』合格資格が与えられなくなりますので注意してくだ

さい。」、「『数検』『数学検定』『ｓｕｋｅｎ』『児童数検』『日本数学検定協会』

は本協会の商標です。『数検』『ｓｕｋｅｎ』は国際商標登録機関ＷＩＰＯに登

録されています。『数検』は東京葛飾が発祥地です。」などと記載された「お知

らせ」を送付した。また、原告が創設した「数検財団／日本数学検定協会／『数



検』民営化準備委員会」は、遅くとも平成２３年７月半ばより前に、中学校の

数学担当の先生に対し、同様の内容が記載された「お知らせ」を送付した。 

 

ク 全国の数学担当の先生、受検生、保護者から、平成２３年９月１日から２７ 

日までに、被告に対し、間違いやすい、混乱している等の多数の問い合わせが

あり、被告は、多数の電話対応等を行った。 

 

ケ 原告と被告は、平成２３年４月２４日に、「平成１１年８月４日に原告と被

告間で交わされたパテント料に関する契約について、両者は平成２３年６月３

０日をもって本契約を解約し、同契約を終了することを確認する。被告は平成

２３年１月から６月までの半年分の商標使用料を原告に支払う。以後、原告は

被告に対し商標料の支払を求めないことを誓約する。被告は検定に関わる資料、

問題、書籍、ＨＰその他の募集活動に伴う表示物等に、原告所有の登録商標を

使用しないことを誓約する。」旨が記載された誓約書を交わした。 

 

コ 原告は、被告に対し、「被告の本件商標と同一又は類似の商標の使用は、本 

件商標権を侵害する。」旨の警告書を、平成２３年９月１５日、内容証明郵便物 

して差し出した。 

 

サ 被告は、平成２３年１０月２７日付けで、原告を債務者として、「日本数学

検定協会」なる表示の使用禁止を求めて仮処分命令の申立てをした（この仮処

分申立事件は和解により終結した。）。また、原告は、被告を相手方として、同

年１１月２９日付けで、本件商標を含む商標の使用禁止等を求める訴えを提起

し、被告は、原告を相手方として、支払済みパテント料の不当利得返還等を求

める反訴、及び、支払済み不動産賃料の不当利得返還等を求める別訴を提起し

た。 

 

（２）判断 

ア 上記認定の事実によれば、本件商標又はこれに類似する標章は、被告が財団

法人として認可を受ける前にも、任意団体である日本数学検定協会の数学検定

試験に使用されており、財団法人（被告）の設立年度には受検者数が約９万４

０００人（団体受験校２５００校）に達していたこと、被告の設立後、被告の

実用数学検定試験の受検者数が大幅に増加し、本件商標もより広く知られるよ

うになったが、原告は、平成２２年１月２１日に退任するまで被告の理事（理

事長）であったこと、原告と被告とは、平成１１年、平成２１年及び平成２３

年に商標のパテント料に関する契約を締結し、被告が原告に対し、パテント料



の支払（本件商標登録前の分も含む。）を行ったこと、原告が被告の理事を退任

した後も、被告が、合意書や誓約書において、原告が本件商標権を有すること

を前提としていることが認められる。 

すなわち、本件商標は、当初、原告によって使用されており、被告の設立後、

被告によって使用されるようになったが、被告は、上記誓約書を作成した平成

２３年４月ころまでは原告が本件商標権を有することを前提としており、その

後、被告が本件商標権を取得したとか、被告に対し本件商標に関する専用使用

権が設定されたとの事実は認められない。上記の事情からすると、被告の設立

後、本件商標の周知著名性が高まった事実があるとしても、本件商標が被告に

よって使用されるべき性格の商標になったということはできない。 

イ また、上記認定の事実によれば、本件商標権のパテント料支払に関する契約

の有効性等につき原告と被告との間に見解の相違があること、本件商標に係る

パテント料支払について文部科学省から改善を要する事項について通知を受け

たこと、実用数学技能検定事業に関し、原告と被告とが同時期に同様な検定を

実施したことから受検者等に混乱が生じた経緯があることが認められる。しか

し、上記のような当事者間の民事上の紛争や受検生等の混乱は、もっぱら当事

者間の反目や当事者による本件商標の使用態様その他の行動に起因して発生し

たものというべきであり、本件商標登録によって生じたとは認められない。そ

うすると、仮に、被告の実用数学技能検定事業が何らかの公的性格を有すると

しても、民事上の紛争等が発生していることを根拠として、本件商標が被告に

よって使用されるべき性格の商標になったとか、社会通念に照らして著しく妥

当性を欠き、公益を害するようになったということはできない。加えて、本件

商標の構成自体も社会的妥当性を欠くとはいえない。 

したがって、本件商標登録が、公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあ

ると認めることはできない。 

 

３．検討 

 本件とほぼ同様の事案である「漢検」については、同じ第３部において後発

的４条１項７号違反により無効とする審決が支持されている。 

 本件において重視されている認定事実は、商標に関する合意書・宣誓書の存

在であるが、漢検においても、当初は協会ではなく理事長により商標が実施さ

れているのであり、理事長が商標権を有することを前提とする契約等が存在し

ないとしても、直ちに商標が協会に所属するべき性格のものになるというのは

理に適わない。このような理屈が通るのであれば、一般に黙示のライセンスと

いう行為はリスクが大き過ぎることになる。 

 他の事情の相違点としては、漢検は志願者数が２９０万人近くあったことが



影響したのかもしれない。また、数検の事件では、原告が理事長辞任後に同種

の検定事業を実施しているが、判決は「原告が被告の類似団体を創設し、被告

が従前から使用していたロゴを用い、被告と同様の検定を実施して、受検者等

に混乱を生じさせているから、強い悪性があるとの点については、仮に、原告

の上記行為が被告ないし受検生等の権利、利益を侵害するとしても、このよう

な事情は商標の使用態様の問題であって、本件商標登録自体の問題ではないか

ら、これを理由として、本件商標登録後に商標法４条１項７号に該当するもの

となったとはいえないと解すべきである。」と述べており、５１条による取消の

可能性も示唆している。本件では４条１項７号違反以外での処理の可能性もあ

るため、７号の適用を避けたのかもしれない。 

 

 数学検定 漢字検定 

４条１項７号該当性 非該当非該当非該当非該当    該当該当該当該当    

裁判所 ３部 ３部 

被告協会設立前の原告に

よる検定実施 

○ 

志願者数４万人 

○ 

志願者数９万人 

被告協会による検定の志

願者数 

３０３０３０３０万人以上万人以上万人以上万人以上    ２８９２８９２８９２８９万人万人万人万人    

商標出願への被告の承認 ○ ×（協会名義の出願を理

事長名義に無断で移転し

たものあり。ただし無効

対象商標は被告設立前に

出願したもの。） 

利益相反取引・背任 ？ ○ 

商標に関する契約の有無 ○○○○    ？（？（？（？（商標使用料商標使用料商標使用料商標使用料はははは無償無償無償無償））））    

理事辞任後の原告による

被告への商標権行使 

○ ○ 

理事辞任後の原告による

検定実施 

○（５回） ×（実施する可能性は示

唆） 

 

 

２０１３．２．１９ 

弁理士 土生 真之    


